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１１  計計画画策策定定ににああたたっってて                                                  

  

●●  計計画画策策定定のの趣趣旨旨  

介護保険制度は創設から２０年以上が経過し、介護が必要な高齢者の生活を支えるし

くみとして定着しています。

介護保険制度では、いわゆる団塊の世代が７５歳以上となる令和７年を見据えて、「地

域包括ケアシステム」の深化・推進を図ってきました。令和７年が近づくなかで、更に

その先を展望すると、いわゆる団塊ジュニア世代が６５歳以上となる令和２２年に向け

て、介護ニーズの高い８５歳以上人口が急速に増加することが見込まれ、中長期的な視

点で高齢者のニーズに応じた介護サービス基盤の整備が重要となります。

本広域連合では前計画に引き続き、構成町村と協力して地域包括ケアシステムの深化・

推進を図り、基本目標の達成に向けて取り組むものとして介護保険事業計画を策定しま

す。

●●  計計画画のの期期間間   

令和６年度（２０２４年度）から令和８年度（２０ ６年度）までの 年間を計画期間

とします。

  

●●  計計画画のの基基本本的的なな考考ええ方方

本計画の実施にあたっては次の基本目標と つの基本方針を掲げ、構成町村と協力して

施策の推進を図ります。

②② 介介護護予予防防とと健健康康づづくくりりのの推推進進

高齢者が介護を必要とする状態になっ

ても、尊厳を保って生活でき、その意思

が最大限尊重されることが大切です。高

齢者が有する能力に応じた日常生活を

営めるよう支援します。

高齢者の社会参加や健康づくりに向け

た環境整備を進めるとともに、生活機能

の低下が疑われる高齢者の早期把握と、

状態に応じた介護予防サービスの提供

を行い、介護予防と健康づくりを推進し

ます。

①① 地地域域包包括括ケケアアシシスステテムムのの深深化化

地域共生社会の実現を目指して、構成町

村が主体性をもって、地域の実情に応じ

た地域包括ケアシステムの深化・推進に

取り組みます。

③③ 認認知知症症施施策策のの推推進進

認知症に対するケア体制を構築すると

ともに、認知症の人や家族の視点を重視

しながら、地域における認知症への理解

と啓発を進めるなど、認知症の人や家族

への支援を図ります。

④④ 個個人人のの尊尊厳厳のの保保持持

基基本本目目標標

高高齢齢者者ががででききるる限限りり住住みみ慣慣れれたた地地域域でで安安心心ししてて

自自分分ららししくく生生活活ででききるる地地域域づづくくりり

１１



２２  施施策策のの体体系系                                                              

基本目標の達成に向けて、次の体系により各施策を展開していきます。

２２

基基本本目目標標 基基本本方方針針 主主要要施施策策

介護予防と重度化防止

認知症との共生と予防認知症施策の推進

生活支援体制整備の推進

高高
齢齢
者者
がが
でで
きき
るる
限限
りり
住住
みみ
慣慣
れれ
たた
地地
域域
でで
安安
心心
しし
てて
自自
分分
らら
しし
くく
生生
活活
でで
きき
るる
地地
域域
づづ
くく
りり

地域包括ケアシステム

の深化

地域ケア会議の推進

在宅医療・介護連携の

推進

地域包括支援センターの

機能強化

介護保険サービスの充実

保険者機能の強化

介護予防と健康づくり

の推進

個人の尊厳の保持 権利擁護の推進

災害や感染症対策に係る

体制整備
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３３  施施策策のの重重点点的的なな取取りり組組みみ                                                    

第９期計画では次の施策に重点的に取り組みます。

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

３３

●● 生生活活支支援援体体制制整整備備のの推推進進

生活支援体制整備は、引き続き事業実施を構成町村に委託して取り組みます。

高齢者やその家族が安心して日常生活を営むことができるよう、住民が共に支え合

う地域づくりを進めていきます。構成町村間の連携や情報共有を図るとともに、広域

連合全体としての課題抽出や資源開発を目的とした協議体の連絡会を定期的に開催し

ます。

●● 地地域域ケケアア会会議議のの推推進進

高齢者個人に対する支援の充実とそれを支える社会基盤の整備を進めるための地

域ケア会議の積極的な活用を図るため、居宅介護支援事業所等との目的や考え方等の

共有に取り組み、地域ケア会議を通じて構成町村ごとに把握した地域課題について、

広域連合に共通する課題の協議・検討の場を開催します。

また、介護支援専門員は介護サービスのマネジメントという重要な役割を担う専門

職であり、その資質の向上が重要な課題となっています。このため、介護支援専門員

を対象とした研修会の開催や、ケアマネジメントを支援する会議の開催を通して、ケ

アマネジメントの質の向上を図ります。

●●  在在宅宅医医療療・・介介護護連連携携のの推推進進   

高齢者が疾病を抱えても、自分らしい生活を続けられるよう、切れ目のない在宅医

療と介護の提供体制の構築に向けて取り組みます。構成町村ごとに地域内の状況が異

なるため、課題の把握、個別の課題に対する対応策の検討、事業実施及び評価につい

ては構成町村の方針により実施します。

●●  地地域域包包括括支支援援セセンンタターーのの機機能能強強化化

地域共生社会の実現に向けて地域包括支援センターの役割はますます重要となって

います。

地域包括支援センターでは、総合相談支援業務として、各種相談・支援を行ってい

ますが、高齢者のみならず、分野を超えて地域生活課題について総合的に相談に応じ、

関係機関と連絡調整等を行う支援体制、職員体制について構成町村と連携し強化を図

ります。



  

  

  

  

  

  

  

  

  

４４

◆認認知知症症初初期期集集中中支支援援チチーームム

複数の専門職が認知症が疑われる人、認知症の人やその家族を訪問し、認知症の専門医

による鑑別診断等をふまえて、観察・評価を行い、本人や家族支援などの初期の支援を包

括的・集中的に行い、自立生活のサポートを行います。

◆認認知知症症地地域域支支援援推推進進員員

認知症の人ができる限り住み慣れた良い環境で暮らし続けることができるよう、地域の

実情に応じて医療機関、介護サービス事業所や地域の支援機関をつなぐ連携支援や認知症

の人やその家族を支援する相談業務等を行います。

●●  介介護護予予防防とと重重度度化化防防止止

身近な地域で継続的に介護予防や健康づくりに取り組むことができるように、引き

続き構成町村に委託して一般介護予防事業や保健福祉事業を実施します。また、介護

予防の効果を高めるため、リハビリテーション専門職と連携して介護予防事業に取り

組みます。

●●  認認知知症症ととのの共共生生とと予予防防

国の「認知症施策推進大網」を踏まえ、認知症の発症を遅らせ、認知症になっても

尊厳を保持しつつ希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指す「共生」と「予防」

の施策を推進します。認知症の人や家族の視点を重視しながら、認知症の正しい知識

の普及と理解を深めるとともに、早期から状態に応じて適切な医療や介護サービスな

どが提供できる支援体制の充実を図ります。

認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」を構成町村

ごとに設置し、早期診断・早期対応に向けて支援していきます。また、認知症地域

支援推進員を配置し、地域において認知症の人を支援する関係者の連携を図るとと

もに、認知症の人やその家族に対する相談・支援の輪を広げていきます。
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４４  高高齢齢者者のの状状況況                                                          

●●  高高齢齢者者人人口口等等のの現現状状とと推推計計  

歳以上の高齢者人口は、令和６年をピークに徐々に減少すると見込んでいます。令

和８年には９，０６７人、高齢化率は ８．８％になる見込みです。

●●  要要介介護護認認定定者者のの現現状状とと推推計計  

要介護（要支援）認定者数は、年々増減していましたが、介護認定率の高い後期高齢者

数が増加することに伴い、令和８年度で１，６７６人になると見込みました。

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

実績 推計

（各年 月 日現在）

５５

人 人 人 人 人 人

人

人

人

人

人

人

令和 年 令和 年 令和 年 令和 年 令和 年 令和 年

才以上人口 高齢化率

実績 推計



５５  介介護護保保険険事事業業費費のの見見込込みみとと介介護護保保険険料料                          

  

●●  介介護護保保険険事事業業費費のの見見込込みみ  

介護保険の事業費は、本計画期間（令和６年度～令和８年度）の３年間で、

約９２億４，０００万円と推計しています。

●●  ６６５５歳歳以以上上のの人人のの介介護護保保険険料料   

歳以上の人の介護保険料は、令和６

年度から令和８年度の３年間の介護保険

事業の費用額を基に算出されます。本計画

期間の 歳以上の負担割合は ％です。

保険料の設定にあたっては、給付と負担

のバランスを図りながら保険料の上昇抑

制に努めました。また、第８期計画期間中

に積み立 てた準 備 基金 を取 り崩し て

円の上昇抑制を図りました。

低所得者（住民税非課税世帯）について

は、引き続き公費による保険料軽減を行い

ます。

令和 年度 令和 年度 令和 年度

居宅介護サービス 地域密着型サービス 予防サービス
施設サービス その他 地域支援事業

（百万円）

６６

第第８８期期  ((令令和和 33～～55 年年度度))  

保保険険料料基基準準額額  6699,,660000 円円  

  （（月月額額  55,,880044 円円））  

  

第第９９期期  ((令令和和 66～～88 年年度度))  

保保険険料料基基準準額額   6677,,550000 円円  

  （（月月額額  55,,663300 円円））  

国の負担

％

公費 ％保険料 ％

県の負担

％

介介護護保保険険のの財財源源構構成成  

歳歳以以上上のの

人人のの負負担担

％％

～ 歳の

人の負担

％

町村の負担

％

４４  高高齢齢者者のの状状況況                                                          

●●  高高齢齢者者人人口口等等のの現現状状とと推推計計  

歳以上の高齢者人口は、令和６年をピークに徐々に減少すると見込んでいます。令

和８年には９，０６７人、高齢化率は ８．８％になる見込みです。

●●  要要介介護護認認定定者者のの現現状状とと推推計計  

要介護（要支援）認定者数は、年々増減していましたが、介護認定率の高い後期高齢者

数が増加することに伴い、令和８年度で１，６７６人になると見込みました。

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

実績 推計

（各年 月 日現在）

５５

人 人 人 人 人 人

人

人

人

人

人

人

令和 年 令和 年 令和 年 令和 年 令和 年 令和 年

才以上人口 高齢化率

実績 推計



●●  所所得得段段階階別別介介護護保保険険料料   

  
  

●●  介介護護保保険険料料のの使使いいみみちち  

歳以上の人の介護保険料月額基準額 円は、次のとおり使われます。

所得段階
区　　分

対　　象　　者 負担割合
介護保険料額

（年額）

第１段階
生活保護受給者・市町村民税世帯非課税で老齢福祉年
金受給者、市町村民税世帯非課税で公的年金収入＋合
計所得金額が80万円以下

19,300円

第２段階
市町村民税世帯非課税で公的年金収入＋合計所得金額
が80万円を超え120万円以下

32,700円

第３段階
市町村民税世帯非課税で公的年金収入＋合計所得金額
が120万円超

46,200円

第４段階
市町村民税世帯課税、本人非課税で公的年金収入＋合
計所得金額が80万円以下

60,700円

第５段階
（基準額）

市町村民税世帯課税、本人非課税で公的年金収入＋合
計所得金額が80万円超

67,500円

第６段階 市町村民税本人課税（合計所得金額が120万円未満） 81,000円

第７段階
市町村民税本人課税（合計所得金額が 万円以上
万円未満）

87,700円

第８段階
市町村民税本人課税（合計所得金額が 万円以上
万円未満）

101,200円

第９段階
市町村民税本人課税（合計所得金額が 万円以上
万円未満）

114,700円

第10段階
市町村民税本人課税（合計所得金額が 万円以上
万円未満）

128,200円

第11段階
市町村民税本人課税（合計所得金額が 万円以上
万円未満）

141,700円

第12段階
市町村民税本人課税（合計所得金額が 万円以上
万円未満）

155,200円

第13段階 市町村民税本人課税（合計所得金額が720万円以上） 162,000円

※第１段階から第３段階については公費による負担軽減後の保険料額になります。

介介護護保保険険料料

55,,663300円円のの

使使いいみみちち

居居宅宅ササーービビスス費費   

22,,116666 円円  
 

通所介護・訪問介護  

ケアプラン作成など 

居居住住系系ササーービビスス費費   

559966 円円  
 

有料老人ホーム 

グループホームなど 

施施設設ササーービビスス費費   

22,,447766 円円  
 

特別養護老人ホーム 

介護老人保健施設など 

そそのの他他   224466 円円  
 

特定入所者介護サービス費  

高額介護サービス費など 

地地域域支支援援事事業業費費   114466 円円   
 

総合事業・認知症施策など 

７７


